
資料1 将来を見通した財政投資計画
（現行の経営戦略内の計画）



• 収益に関する積算方法、根拠（下水－収益的収支）
◇営業収益
〇料金収入※料金改定をしない

＝ 下水道人口（前年度△２％）×1人当たりの年間水量×使用料単価
・令和2年度末 下水道人口 1,617人⇒令和12年度末 下水道人口 1,321人
・１人当たりの年間有収水量※ 103㎥（R2年間有収水量/R2下水道人口）
・使用料単価 1㎥ 185円（Ｒ2有収水量/Ｒ2料金収入総額）

※有収水量：料金として徴収した水量。

◇営業外収益
他会計補助金＝繰出基準※に基づく一般会計が繰入すべき補助金
⾧期前受金戻入＝現状及び新規に取得した施設に係る戻入分（国庫補助金）を計上

※繰出基準：総務省が定める公営企業の基盤強化のため一般会計から公営企業会計への繰出金の基準。
繰出した場合、その一部が地方交付税措置されるもの。



• 下水道人口と有収水量の推移
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• 収益的収入の推移
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• 費用に関する積算方法、根拠（下水－収益的収支）
◆営業費用
〇職員給与費＝給与3,200千円、手当等2,500千円固定で計上
〇修繕費＝R５まで年3,600千円で固定、R6以降は1,500千円で計上

（参考）Ｒ3年度 管路修繕費 1,356千円、処理場修繕費 818千円
〇動力費及びその他経費（委託料、手数料、資産減耗費等）＝年+１％で計上
〇減価償却費＝現状の償却予定及びR4以降更新の場合の償却費を計上

◆営業外費用
支払利息＝企業債償還表より計上（企業債の新たな借入は「なし」）
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• 収益的費用の推移
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• 収益的収支と純利益の推移
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• 資本的収支に係る積算方法、根拠（下水－資本的収支）
◇企業債
・企業債の新たな借入は「なし」
◇他会計出資金
・元金償還相当額を後年度の施設更新に対する出資とし、繰り入れる。

国は出の繰入基準に該当しないもの。元金償還のピークとなる令和９年まで。
◇国庫補助金
・建設改良費に係る防災安全交付金を計上。建設改良費×50％。

◆建設改良費
・R4に施設更新に係るストックマネジメント計画策定費用を計上。（16,200千円）

施設更新工事費用をR6～R8 年15,000千円、R9～R12 年12,000千円で計上。
既に更新が必要な施設：処理場曝気装置 1台 13,000千円

◆企業債元金償還金
企業債償還表より計上（企業債の新たな借入は「なし」）



• 資本的収入の推移
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• 資本的支出の推移
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• 資本的収支と不足額の推移
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• 現金総額と増加額の推移
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• 減価償却費の推移と更新費用
処理場及びマンホールポンプの電気機械設備については、令和8年度

までで償却期間がほぼ終了となります。
【減価償却費推移】
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• 減価償却費の推移と更新費用
電気機械設備において令和8年度までで償却期間を終了する
施設の更新費用は、約10億円と想定しています。
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・管路施設については、約30年後に
耐用年数を迎えることとなる。

・正確な更新費用については、現在、
策定作業中のストックマネジメント
計画で明確となる見込み。

・総額のうち半額は国庫補助金を財源
とする。



• 財政投資計画についての検討事項
①財政投資計画の考え方に追加、修正事項があるか。
◇投資（施設更新）についての考え方

・今後は施設の更新及び修繕が主となってくる
・管路及び処理場施設における電気・機械設備の修繕費用が増加
・ストックマネジメント計画（施設更新計画）により、更新時期を明確化

◇財源（収益）についての考え方
・使用料収入は人口減少に伴い減収、水洗化率の向上により減少率を抑える
・収入確保のため、料金体系の見直しを検討する必要がある
・建設改良費の財源として、出資金と国庫補助金を主な財源とし、企業債の借入はしない。

◇投資以外の経費（費用）についての考え方

・施設、設備の合理化（統合）は期待できないため、施設の経費削減に努める

・維持管理業務は民間へ委託し、人件費を削減。修繕費は、施設更新により削減


